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山岳トンネルの事前調査の一つとして，弾性波探査が地表から実施されるが，土被りが厚い場合や複雑

な地質構造の場合，探査精度が低下することが知られている．このため，実施工においては，切羽観察に

より想定された設計支保パターンの妥当性を確認しながら掘削を進めていく方法がとられている．また，

NATMにおける支保パターンの設計は，弾性波速度が大きな要素となっており，定量的な地山評価手法と

して簡易弾性波探査があるが，切羽において連続的に実施することは安全管理の面から困難となる． 
そこで筆者らは，掘削発破により発生する弾性波を計測することで，安全に地質状況を評価できる，切

羽評価システム「トンネル フェイステスター（TFT）」を開発した．本報告は，開発したシステム構成と，

本システムを用いた検証実験について示すものである． 
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1. はじめに 
 
山岳トンネルの調査では，一般にボーリング調査や弾

性波探査などが実施され，その結果に基づき設計におけ

る地山区分が行われる．しかしながら，このような地質

調査は地表からの調査であることが多く，実施数量も限

られる．このため，トンネル施工時に地質状況が事前に

想定していた地山区分と相違が生ずることがあることか

ら，トンネル掘削時には切羽観察を行い，事前の地山分

類の妥当性を確認することが必要となる． 
これらの調査のうち，弾性波速度については，トンネ

ルの調査・計画時に，地表面で実施する屈折法弾性波探

査により求められる1)．しかし，掘削後にトンネル内で

測定される弾性波速度は，事前に求められる弾性波速度

分布と異なることが多い．このため，掘削後の坑壁にお

ける弾性波探査によるB計測2)や切羽における簡易弾性

波測定により，トンネル坑内における弾性波速度を把握

することがある．しかしながら，坑壁弾性波探査は専門

業者による測定が必要であり，探査時間も比較的長いこ

とから，日常のトンネル施工管理に用いるのは困難な状

況となっている．また，簡易弾性波測定3)は容易に測定

ができるものの，切羽での測定は危険を伴うものであり，

連続的に探査を実施することは困難である．このため，

トンネルの施工管理に坑内の弾性波速度測定結果を利用

するためには，要求される精度を簡便かつ安全に測定で
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きる手法の開発が求められている． 
そこで筆者らは，掘削発破を起振源とする弾性波を計

測することで，安全で連続的に地質状況を評価できる，

切羽評価システム「トンネル フェイステスター（TFT 
）」を開発した．本報告は，開発したシステム構成と，

本システムを用いた検証実験について示すものである． 

2. システムの構成

 本システムは，日常の施工サイクルに坑内での弾性波

探査を組み込むことを念頭に置き，トンネル施工に関わ

る者が操作しやすいシステムを目指して開発した．本シ

ステムは掘削発破を起震源とした弾性波探査システムで，

切羽後方のトンネル坑壁に設置した地震計により，坑壁

を伝搬する弾性波を計測するものである． 

図-1 に示すように，本システムの構成はトンネル フ

ェイステスター本体（集約器）①と周辺機器②～④から

構成される．電流センサ②は非接触タイプのセンサとな

っており，発破回路に接続することで，発破点火時の電

流を発破信号として捉える．また，地震計③は地震探査

で用いるもの（OYO製 GS-20DH，固有周波数 28Hz）を

使用し，坑壁に打設したロックボルト（L=3～4m）をウ

ェーブガイドとして利用し，ロックボルト頭部に機械的

に設置する．次に，発破信号と弾性波の波形データは，

集約器①を介して，記録器④に記録する．図-2 に記録

される波形例を示す．図-2 より，発破信号と波形デー

タは同一時間軸で出力されるため，弾性波の初動到達時

間を求めることができる．なお，初動到達時間を算出す

るためには，通常の掘削発破で心抜きのために使用され

る，瞬発雷管を用いる必要がある． 

図-3 に，弾性波速度の計測概念図を示す．ここで，

地震計と切羽間の距離：Li，弾性波の初動の到達時間：ti
から，切羽から地震計へ伝播する弾性波速度は次式のよ

うに表すことができると考えられる． 

Vpi = Li  / ti （1） 

掘削進行に伴い，同一直線上で前進する切羽からの弾

性波を，地震計の位置を変えずに計測した場合，伝播経

路は既計測区間と同一であると考えられる．その際の弾 

性波速度は，既計測区間と進行区間との合成であると考

えられ，既計測区間より n基掘削が進行した場合の区間

弾性波速度Vp’は次式のように表すことができる．

Vpi～i+n’= (Li+n - Li ) / ( ti+n - ti ) （2） 

地震計の位置が同一の場合，切羽進行区間の区間弾性

波速度 Vp’は，図-4 に示すように，計測距離（切羽～地

震計）L と弾性波の初動到達時間 t の関係（走時曲線）

から求めることができる．走時曲線と区間弾性波速度を

次式に示す． 

t = aL+b （3）
Vp’= dL/d t = 1/a （4） 

3．トンネル現場における検証実験 

2つのトンネル現場において，本システムを用いて以

下の検証実験1～3を行った． 

検証実験1：本システムの計測精度の確認 
検証実験2：進行区間の地質性状の評価手法の検討 
検証実験3：計測対象とする速度領域の検討 
以降，検証実験の具体的内容と結果を示す． 

図-3 弾性波速度算出概念図

図-4 走時曲線
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3.1 検証実験1（本システムの計測精度の確認） 
 
(1) 実験概要 

東北地方整備局三陸国道事務所発注の尾肝要トンネル

（L=2,736m，内空断面=62.7m2）は，中生代白亜紀花崗

岩類前期の比較的均質な地質で構成されている．図-5に

検証実験を行った区間の地質縦断図を設計・実績支保パ

ターンを併せて示す．図-5より，計測区間の地山等級は

B～CⅡであり，弾性波速度は2.75～4.75km/sec以上が想 

定されていた．切羽から70～120m程度後方に地震計を

設置し，発破で発生する弾性波を計測し，初動の到達時

間を算出した．地震計は50m程度の切羽進行毎に，掘削

方向に移設し計測を継続した． 

 

(2) 計測結果 

TD.459.9～1287.5m 区間の掘削中に実施した 14 回の計

測結果（走時曲線）を図-6 に示す．図-6 は，各計測に

おいて，切羽での発破により発生した弾性波が，地震計

まで到達する時間をプロットしたものである．各計測時

での地震計の設置位置は，図中に破線で示している． 
これらの結果より，計測で得られた相関係数は r=0.98

～0.99 程度を示し，精度良く探査が実施できているもの

と考えられる． 

図-7 は，（1）式を用いて，各計測において発破ごと

に求めた弾性波速度をプロットしたもので，それぞれの

平均弾性波速度 Vp”を図中に示した．図-7 より，平均

弾性波速度は Vp”=4.32～4.76km/sec 程度の結果が得ら

れている．  

ここで，探査区間の実績支保は，CⅡ-b と CⅠパター

ン（CⅡ-b：2.75～3.75km/sec，CⅠ：3.75～4.75km/sec）で

あり，平均弾性波速度は，実績支保に対応する範囲内の

速度が得られている．このことから，地山状況にほぼ整

合した結果が得られているものと考えられる．  

破線：地震計設置位置 工区境（TD.1298m） 

図-6 走時曲線 
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図-5 地質縦断図（南工区） 
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(3) 考察 
本システムを用いることにより，精度よく坑壁を伝播

する弾性波速度を計測することが出来ることを確認した． 
しかし，平均弾性波速度は実績支保パターンから想定

される弾性波速度の範囲内であるが，全体的にやや高め

の値を示している．また，切羽の進行により計測距離が

長くなるにしたがい，得られる速度は速くなる傾向を示

した．さらに，地山等級が CⅠと CⅡが混在した区間で

探査を行っていることも，計測結果に影響を与えている

ものと考えられる．このため，今後の課題として，同一

の岩種及び地山区分内での探査を実施し，得られる結果

を検証する必要がある． 
 

3.2 検証実験 2（進行区間の地質性状の評価手法の検

討） 
 
 (1) 実験概要 

 東北地方整備局岩手河川国道事務所発注の国道 106号
新川目トンネル（L=757m）の地質は，中生代～古生代

三畳紀～二畳紀粘板岩を主体とした堆積岩系から構成さ

れている．本トンネルの地質縦断図を図-8 に示す．図-

8に示すように，TD.247～309mにおいて，本システムを

用いた弾性波探査の検証実験を実施した． 
今回の検証実験は，TD.247～309m 区間の実績支保が

CⅡパターン（3.0～4.0km/sec）の同一の地山区分で実施

し，切羽進行区間の区間弾性波速度を算出することで，

進行区間の地山性状を定量的に把握する手法を検討した．

また，前章で課題とした，計測距離と得られる弾性波速

度の関係を検証するため，一度の発破で発生する弾性波

を，異なる位置に設置した 2 つの地震計（GEO-1，2）
で受振した．計測距離(切羽～地震計)は，GEO-1 が 10
～70m程度，GEO-2が 50～85m程度とした．また，計測

距離が比較的短くなることから，各発破の瞬発雷管の位

置を測量し，瞬発雷管～地震計区間の 3次元的に最短距

離となる伝播距離を考慮した． 

 

(2) 計測結果 

図-9に計測結果（走時曲線）を示す．図-9より，

GEO-1，2共に相関係数がr=0.95以上となっており，高精

度で探査が出来ているものと考えられる．また，3次元

的な伝播距離により整理した結果を図-10に示す． 
図-10より，GEO-1で得られた結果において，計測距

設計支保パターン 弾性波速度

CⅠ 4.0km/sec以上

CⅡ 3.0～4.0km/sec
DⅠ 2.0～3.0km/sec

図-8 新川目トンネル地質縦断図 

図-7 平均弾性波速度と設計･実績支保パターン 

工区境（TD.1298m） 
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離が32m程度で勾配に変化点が確認された．この変化点

に着目し，GEO-1の結果を2つのグループ（GEO-1-1， 
GEO-1-2）に分けることにより，いずれも相関係数は

r=0.92以上となり高い相関を示した．なお，（4）式から

求めた区間弾性波速度Vp’は，計測距離が12～32mでは

3.3km/sec，32～90mでは4.3～4.6km/secを示した． 
 
(3) 考察 
当区間の地山は，掘削実績よりCⅡパターンの均質な

地山であったことと，掘削が地山へ与える影響を考慮す

ると，計測距離により，トンネル掘削の影響を受けた速

度領域（s-Vp1層）と，掘削の影響がない速度領域（s-
Vp2層）を伝搬した弾性波を捉えているものと考えられ

る．図-11に，掘削の影響を考慮した推定される伝播経

路の概念図を示す． 

ここで探査区間は，図-8より想定される弾性波速度

3.0～4.0km/sec（実績支保：CⅡパターン）に対し，ト

ンネル掘削の影響を受けた速度領域（ s-Vp1層）

3.3km/secと整合した結果が得られている．また，事前

調査として実施された弾性波探査の結果は，地山の弾性

波速度は4.0～5.0km/secと想定されており，掘削の影響

がない速度領域の弾性波速度（s-Vp2層）4.3～4.6km/sec
と同程度の結果が示されているものと考えられる． 

 

3.3 検証実験3（計測対象とする速度領域の検討） 
 
(1) 実験概要  

3-1 節で述べた検証実験 1 を実施した尾肝要トンネル

は，起点側坑口より TD.1,298m を工区境とする両押し掘

削施工によるトンネル工事である（図-5参照）． 
そこで図-12に示すように，130m程度の未掘削区間の

範囲を対象に，本システムを用いて以下に示す検証実験

を実施した． 
検証実験 3-①：北工区の発破による，未掘削地山の弾性

波速度測定 
検証実験 3-②：南工区の掘削進行毎に，進行区間の弾性

波速度測定 
検証実験 3-③：掘削後の坑壁表面付近の弾性波速度測定 
 

(2) 計測結果 
①北工区の発破による，未掘削地山の弾性波速度測定 
 本システムを用いて，未掘削地山の弾性波速度を計

測した．計測概念図を図-13 に示す．図-13 より，北工

区の掘削発破により発生する弾性波を，南工区の切羽直

近のロックボルト（TD.1,206m）に設置した地震計で計

図-13 未掘削地山の弾性波速度計測概念図 
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測した．具体的には，2 台のシステムに，同時に擬似の

発破信号を記録することで，時刻の同期を図った上で，

1 台目は北工区の掘削発破による発破信号を，2 台目は

南工区に設置した地震計で弾性波データを記録した． 
初動到達時間から(1)式を用いて，弾性波速度を算出

した．なお，伝播経路については，計測区間が比較的長

距離であるため，起振源と地震計は同一直線上とした． 
計測は 2 回の発破で行い，測定結果は 1 回目が

Vp=5.34km/sec，2回目が Vp=5.18km/secとなり，平均値は

Vp=5.26km/sec となった．当該区間の地山等級は B
（4.75km/sec 以上）とされていることから，トンネル掘

削の影響がない速度領域（o-Vp3 層）を伝播したものと

考えられる． 
 
②南工区の掘削進行毎に，進行区間の弾性波速度測定 
本システムを用いた，切羽進行区間の弾性波速度を把

握する手法を検討するために，検証実験を実施した．計

測範囲は，TD.1,198～1,222m と TD.1,230～1,288m の地質

性状が均質で安定した 2区間とし，地震計の位置はそれ

ぞれ，TD.1,063m と TD.1,134m とした．なお，計測中は

地震計は移設せず連続的に計測を行った．   
図-14 に計測結果（走時曲線）を示す．図-14 に示す

ように，相関係数は 2 区間とも，r=0.99 程度を示してお

り，精度よく計測ができていると考えられる．また，

(4)式より区間弾性波速度は 4.91～5.45km/secとなる． 
ここで，今回の計測では計測距離が 100m 以上と比較

的長距離であるため，計測距離と速度領域の関係（3-1
～2 節参照）と前項での結果を考慮すると，今回の計測

では，トンネル掘削の影響が無い速度領域（o-Vp3 層）

を捉えていると考えられる． 
また図-14 に示す走時曲線から，トンネル掘削の影響

が小さい速度領域（o-Vp2 層）を推定すると，4.40～
4.66km/sec 以下になると考えられる．なお，当該区間の

実績支保は CⅠパターン（3.75～4.75km/sec）であり，o-
Vp2層と同程度の結果が得られていると考えられる． 

 
③ 掘削後の坑壁表面付近の弾性波速度測定 
 当該区間の掘削後に，坑壁表面近傍の弾性波速度を把

握するために，ハンマー打撃を起振源として，本システ

ムを用いた検証実験を行った．計測範囲は TD.1,190～
1,355m（工区境を含む）とした． 
具体的には，図-15 に示すように，ハンマーによる坑

壁への打撃により発生する弾性波を，坑壁に設置した地

震計で計測した．計測中は地震計は移設せず，15m 程度

の区間における弾性波の波形データを 1.5m 毎に記録器

に記録し，初動到達時間を計測した．また，起振エネル

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0

1180 1200 1220 1240 1260 1280 1300 1320 1340 1360 1380

tim
e(

m
se

c)

TD.(m)

①

②
③

④

⑤

⑥ ⑦

図-16 計測結果（走時曲線） 

探査方向 

工区境 

探査方向 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

近似式 y=-0.43x+525.0 y=-0.93x1173.4 y=-0.60x+763.0 y=-0.41x+534.5 y=0.71x-944.2 y=0.60-808.0 y=0.38x-519.3

弾性波速度
(km/sec)

2.33 1.08 1.67 2.44 1.41 1.67 2.63

0.99 0.98相関係数r 0.99 0.99 0.91 0.99 0.99

12981285

工区境

地震計

起点側

TD.(m)

探査区間：23m

南工区

マイクロフォン探査方向

1277.5

約1.5m 約1.5m 約1.5m 約1.5m 約1.5m

図-15 計測概念図 

o-Vp3'=4.91km/sec

o-Vp3'=5.45km/sec

-20.0
-15.0
-10.0

-5.0
0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
55.0
60.0

1050 1100 1150 1200 1250 1300

tim
e(

m
se

c)

TD.(m)

o-Vp2'=4.66km/sec

o-Vp2層����

�ン�����������

o-Vp3層
�ン����������

o-Vp2'=4.40km/sec

o-Vp2層����

�ン�����������
o-Vp3層
�ン����������

y=0.2033x-214.88
r=0.99

y=0.1836x-203.84
r=0.99

y=0.2143x-227.86

y=0.2268x-257.15
地震計 地震計

TD.1298m
工区境

TD.(m)

図-14 計測結果（走時曲線） 

  

- 214 -



 

ギーが小さいため，およそ 10m 以上の距離では，スタ

ッキングすることにより，初動到達時間を求めた．ハン

マー打撃による起振のトリガーについては，ハンマーに

固定した小型のマイクロフォンを用いて行った． 
図-16 に 7 回の探査結果（走時曲線）を示す．図-16

より，相関係数は r=0.91～0.99 程度を示しており，概ね

精度良く探査が行えていると考えられる．また，(4)式
から求められた弾性波速度は，1.10～2.60km/sec程度を示

しており，トンネル掘削の影響が大きい速度領域（o-
Vp1層）を捉えていると考えられる． 
 
(3) 考察 
本システムを用いることで，同一区間における掘削前，

掘削中，掘削後の坑壁を伝播する弾性波速度を計測した．

表-1 に想定される速度領域区分を示す．掘削前と掘削

進行毎に計測した結果は，ほぼ整合していると考えられ

るが，計測距離が長距離であったため，どちらも，トン

ネル掘削の影響が無い速度領域（o-Vp3 層）を捉えてい

ると考えられる．また，トンネル掘削の影響が小さい速

度領域（o-Vp2 層）を想定すると，実績支保に対応する

弾性波速度とほぼ整合していると考えられる．また，掘

削後に実施した計測では，掘削の影響が大きい速度領域

（o-Vp1 層）を示しているものと考えられる．これらの

結果より，今後は計測距離と得られる弾性波速度の関係

について検証を行うことが必要であるとものと考える． 
 
 

4.  まとめ 
 
掘削発破を起振源として発生する弾性波を安全に計測

することができるシステムを開発した． 
本システムを用いた計測精度の検証実験では，相関係

数はr=0.96程度を示し，高精度で探査が可能であること

が確認できた（検証実験1）．また，計測距離により捉

えることができる速度領域は異なると考えられ，今回の

検証実験では，30m程度までであれば，実績支保と整合

した弾性波速度領域を捉えることができるものと考えら

れる（検証実験2）． 
さらに，両押し掘削施工のトンネルを利用して，同一

区間における，本システムを用いて掘削前，掘削中と掘

削後での弾性波探査を実施し，さらに速度領域を細分化

できる可能性を示した（検証実験3）． 
 今後は，合理的な支保パターンの選定に有用な計測手

法を確立するとともに，様々な岩種や地質構造を持つ現

場での検証実験を行い，探査精度の検討を進めていく予

定である． 
 
謝辞：検証実験を行うにあたり，快く現場をご提供いた

だきました東北地方整備局三陸国道事務所，東北地方整

備局岩手河川国道事務所には心より御礼を申し上げます． 

 
参考文献 
1)物理探査学会：物理探査適用の手引き，p.20,   2008． 
2)日本道路協会：道路トンネル観察・計測指針，p.40，
2003. 
3) 池口正晃 真下英人 宮川順一：トンネル切羽におけ

る簡易弾性波の現場計測試験，土木学会第 51 回年次学

術講演会講演概要集，Ⅲ-B，1996. 
 

(2013. 9. 2 受付) 

 

DEVELOPMENT AND ILLUSTRATION OF SYSTEM  
WHICH EVALUATING GEOLOGICAL CONDITION  

AROUND TUNNEL CUTTING FACE BY THE EXCAVATION BLASTING. 
 

Masashi NAKAYA, Hiroyuki YAMAMOTO, Shinji UTSUKI,  
Kazuhiro ONUMA, Masayuki SUZUKI 

 
In Japan, the seismic wave exploration  is one of preliminary survey of NATM, and its accuracy de-

creases as depth of overburden increase. Further, seismic wave speed is a major factor of designinig tun-
nel support patterns . Whenever cutting face is progress,  geological condition is evaluated by visual ob-
servation. Therfore, a rational evaluateing technique is required strongly. 

“Tunnel Face Tester(TFT)” is developed which aim to rationally evaluating  geological condition 
around cuuting face. This new system can be controlled at remote distance from the blasting point and 
generate substantial seismic wave  leading to safe and reliable measuring of the seismic wave speed. 

In this article, structure of this system and the measuring example are described as follows. 

速度領域 弾性波速度
(km/sec) 計測距離 摘要

o-Vp1層
掘削の影響が

大きい
1.10～2.60 ～15m程度 計測③

o-Vp2層
掘削の影響が

小さい
4.40～4.66以下 ～100m程度

計測②
からの推定

o-Vp3層
掘削の影響が

無い
4.91～5.45 100～160m程度

計測①
計測②

表-1 計測結果から想定される速度領域 
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